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職務限定の雇用区分の運用実態  

就業規則や労働契約で、仕

事の範囲を限定している 

就業規則や労働契約で、仕

事の範囲を限定していない

が、実際の範囲は限定されて

いる 

（雇用区分数合計＝1,314） 

資料出所：「多様な形態による正社員」に関する研究会報告書（平成24年3月） 
      企業アンケート調査結果（※）概要より厚生労働省職業安定局派遣･有期労働対策部企画課にて集計 

職務・勤務地限定の雇用区分に関する運用実態 

（※）参考 アンケート回答企業：正社員300人以上の企業1,987社 
       回答企業に、雇用区分を各社３つまで挙げてもらい（回答のあった雇用区分合計＝3,245）、そのうち何らかの職務限定又は勤務 
       地限定がみられたものについて集計した。 
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勤務地限定の雇用区分の運用実態  

就業規則や労働契約で、

勤務地を「採用時の勤務

地のみ」に限定 

就業規則や労働契約で、

勤務地を「転居を伴わな

い地域への異動」に限定 

就業規則や労働契約で

の限定はないが、実際に

は異動がない 

就業規則や労働契約で

の限定はないが、実際に

は「転居を伴わない地域

への異動」のみがある 

（雇用区分数合計＝1,642） 
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